
ヘンケル 株主構成

ヘンケルの優先株は極めて換金性の高
い種類の株式であり、所有者は多様です。
この株はグローバル分散型の株式を保有
する機関投資家が過半数を占めています。
ヘンケル社ならびにその株式に関する
詳細は弊社の投資家向けウェブサイト：
www.henkel.com/irにてご覧いただけます。

普通株優先株

●●61.82% 
　ヘンケルファミリー
●● 38.18 
　自由変動相場制

● 37％　米国
● 25%　英国
● 21%　その他の欧州
●   8％　ドイツ
●●   6％　カナダ
●   2％　アジア太平洋地域
●   1%　その他

2022 年 売上高

地域別売上高 4事業部別売上高

●● 50％ アドヒーシブ テクノロジーズ
●● 32％ ランドリー＆ホームケア
●● 17％ ビューティーケア
●   ●   1％ コーポレート3

● 42％ 新興市場 5

●● 27％ 西欧
●● 27％ 北米
●   ●   3％ 日本 /オーストラリア /ニュージーランド
●   1％ コーポレート
4 コーポレートの1%を含む
5 東欧、アフリカ/中東、中南米、アジア（日本を除く）

単位　百万ユーロ 2021 2022

売上高 20,026 22,397

既存事業売上高成長率（%） 7.8 8.8

調整後1 の営業利益（EBIT） 2,686 2,319

調整後1 の売上高営業利益率（EBIT）（%） 13.4 10.4

調整後1 の優先株一株あたりの利益（単位：ユーロ） 4.56 3.90

優先株一株あたりの配当 （単位：ユーロ） 1.85 1.852

1 一時費用/所得およびリストラ費用のため調整
2 2023年4月24日開催の年次総会で株主に提案

2022 年 主要会計報告

ヘンケル 会社概要

単位：百万ユーロ 2018 2019 2020 2021 2022

売上高

既存事業売上高成長率（％） 2.4 0.0 -0.7 7.8 8.8

営業利益（EBIT）1

売上高営業利益率（EBIT）（％）1 17.6 16.0 13.4 13.4 10.4
1一時費用/所得およびリストラ費用のため調整

売上高および営業利益（EBIT）成長

3,496 3,220 2,579

2,686 2,319

19,899 20,114
19,250 20,026

22,397

3 レポートに記載されている個別の数値は四捨五入されています。



ヘンケル 会社概要

売上高
単位：百万ユーロ

2018 6,419

2019 6,656

2020 6,704

2021 6,605

2022 7,152

売上高
単位：百万ユーロ

2018 3,950

2019 3,877

2020 3,752

2021 3,678

2022 3,775

売上高
単位：百万ユーロ

2018 9,403

2019 9,461

2020 8,684

2021 9,641

2022 11,242

ヘンケルのトップブランド群

ヘンケルの事業部門

ランドリー＆ホームケアビューティーケアアドヒーシブ テクノロジーズ

主要会計報告

単位：百万ユーロ 2021 2022 +/–

売上高 6,605 7,152 8.3 %

営業利益（EBIT） 797 455 -42.9 %

調整後1の営業利益
（EBIT） 904 614 -32.0 %

売上高営業利益率
（EBIT） 12.1% 6.4% -5.7 pp

調整後1の売上高営業
利益率（EBIT） 13.7% 8.6% -5.1 pp

PP ＝ パーセンテージポイント
1 一時費用/所得およびリストラ費用のため調整

主要会計報告

単位：百万ユーロ 2021 2022 +/–

売上高 3,678 3,775 2.6 %

営業利益（EBIT） 77 3 -95.5%

調整後1の営業利益
（EBIT） 351 296 -15.7 %

売上高営業利益率
（EBIT） 2.1% 0.1% -2.0pp

調整後1の売上高営業
利益率（EBIT） 9.5% 7.8% -1.7pp

PP ＝ パーセンテージポイント
1 一時費用/所得およびリストラ費用のため調整

主要会計報告

単位：百万ユーロ 2021 2022 +/–

売上高 9,641 11,242 16.6%

営業利益（EBIT） 1,524 1,500 -1.6 %

調整後1の営業利益
（EBIT） 1,561 1,530 -2.0 %

売上高営業利益率
（EBIT） 15.8% 13.3% -2.5pp

調整後1の売上高営業
利益率（EBIT） 16.2% 13.6% -2.6pp

PP ＝ パーセンテージポイント
1 一時費用/所得およびリストラ費用のため調整

2023 年 3月改訂


